
進捗状況報告書

体系 2-1-1

所管課 総務人事課

年度 年度計画

A

第2次定員適正化計画（ 中間改訂） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員を 採用し た。

令和２ 年度、 第2次定員適正化計画（ 中間改

訂） の計画期間が終了を 迎える ため、 第３

次定員適正化計画(R3～7)を 策定し た。

財 政

効果額

A

第3次定員適正化計画（ R3～R7） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員を 採用し た。

行政委員会事務局の選挙事務において、 初

めてアウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ

る 委託を 実施し た。

財 政

効果額

A

第3次定員適正化計画（ R3～R7） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員を 採用し た。

行政委員会事務局において選挙事務のアウ

ト ソ ーシング（ 派遣事業者） によ る 委託を

実施し た。

財 政

効果額

A

定年延長 制度、 産休や育休の取得を 考慮し

た職員採用を 実施し 、 さ ら に組織改編を 踏

ま えた職員配置を 行っ た。

市民課においてマイ ナン バー関係事務のア

ウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ る 委託

を 実施し た。

財 政

効果額

R3 ⇓

第３ 次定員適正化計画に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化

及び新規職員の採用を 行う 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 市民・ 事業者等

と の協働やアウ ト ソ ーシン グの

積極的な活用に向けた関係課と

の調整を 実施する 。

課題
持続可能な行政運営の体制を 整える ため、 今後も 継続的に効率的な職員体制の

構築に努める 必要があり ま す。実施

項目
定員適正化計画の推進

内容
定員適正化計画の着実な推進と 、 民間委託や人材派遣など のアウ ト ソ ーシング

を 視野に入れた体制づく り の見直し を 行いま す。

取組内容 進捗状況

R2

○定員適正化計画に基づ

く 管理

○次期適正化計画の策定

○アウ ト ソ ーシン グの検

討

第3次定員適正化計画を 策定

し 、 実情に応じ て人材派遣等の

アウ ト ソ ーシン グを 検討し 、 計

画に沿っ た職員数を 確保し てい

く 。

R4 ⇓

定年延長 制度導入を 見据えた第

３ 次定員適正化計画に基づき 、

職員の適正管理、 組織の見直し

を 実施する 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 市民・ 事業者等

と の協働やアウ ト ソ ーシン グの

積極的な活用に向けた関係課と

の調整を 実施する 。

R5 ⇓

定年延長 制度が導入さ れたこ と

によ り 、 役職定年者の状況や産

休・ 育休・ 休職者など の対応を

考慮し たう えで、 中・ 長 期的な

職員の適正管理、 組織の見直し

を 実施する 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 市民・ 事業者等

と の協働やアウ ト ソ ーシン グの

積極的な活用に向けた関係課と

の調整を 実施する 。
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A

第3次定員適正化計画（ R3～R7） に基づ

き 、 職員の適正管理、 組織強化及び新規職

員採用を 行っ た。

次期定員適正化計画に反映さ せる 定年延長

制度や産休育休者への対応を 検討し 整理し

た。

下野市行政組織機構改革検討委員会の窓口

部会にて、 アウ ト ソ ーシングの活用に向け

た検討を 行っ た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

定年延長 制度や産休育休者への

対応など 、 検討し た内容を 次期

の定員適正化計画にも 反映さ せ

ていく 。

行政サービ ス の充実・ 維持向上

に努める ため、 アウ ト ソ ーシン

グの活用に向けて、 下野市行政

組織機構改革検討委員会におけ

る 窓口部会に対し 検討を 依頼す

る 。

R7

○定員適正化計画に基づ

く 管理

○次期適正化計画の策定

○アウ ト ソ ーシン グの検

討結果と り ま と め

定年延長 制度や産休育休者への

対応など を 考慮し 、 次期定員適

正化計画を 策定する 。

アウ ト ソ ーシングの検討につい

ては、 組織機構の見直し に向け

た検討委員会において協議す

る 。
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体系 2-1-2

所管課 総務人事課

年度 年度計画

Ａ

正規職員（ 再任用職員含） を対象に、 人事評価の

更なる 公正性及び納得性の向上を図る こ と を目的

にＷＥ Ｂ によ り 資料を周知し 、 知識習得及び意識

の向上を図った。

挑戦加点制度を実施し 、 審査結果に応じ て手当へ

の反映を行った。

財 政

効果額

Ａ

コ ロ ナ感染拡大のため、 正職員を対象に、 動画視

聴を中心と し たリ モート ラ ーニングによ る 人事評

価研修を実施し 、 知識習得及び意識の向上を図っ

た。

挑戦加点制度の運用の一部を見直し し た。 （ 挑戦

加点制度実施者のプレ ゼン回数の見直し 、 採点方

法の簡便化）  ま た、 昨年度の審査結果に応じ て

手当への反映を行った。

財 政

効果額

Ａ

正職員の被評価者は、 動画視聴を中心と し たリ

モート ラ ーニングによ る 研修を実施し 、 評価者研

修は、 対面やグループ討議によ る 研修を行い、 知

識習得及び意識の向上を図った。

挑戦加点制度の運用を見直し し た。 （ 挑戦加点制

度を人事評価シス テム上での申請方式へ変更する

こ と によ り 、 評価の均衡化を図った。 ）

財 政

効果額

Ａ

正職員の被評価者は、 動画視聴を中心と し たリ

モート ラ ーニングによ る 研修を実施し 、 入庁1～

3年目職員及び評価者に対し ては、 対面やグルー

プ討議によ る 研修を行い、 知識習得及び意識の向

上を図った。

財 政

効果額

Ａ

業務及び行動等について適切に評価する ため、 よ

り 身近な管理監督者である グループリ ーダーを一

次評価者、 課長 を二次評価者と し た。

財 政

効果額

R3 ⇓

職員の習熟度の向上と 評価

者の評価基準の統一化を図

る ための研修を行ってい

く 。 ま た、 挑戦加点目標制

度の充実を図る ため、 一部

運用を変更し 組織の活性化

を図る 。

課題
人事評価研修を継続的に実施し 、 評価基準の統一化や評価の公正性を図る 必要

があり ま す。実施

項目

人事評価制度によ る 能

力・ 実績に基づく 人事

管理の実施
内容

人事評価制度を適切に運用し 能力・ 実績に基づいた人事管理の徹底を図る と と

も に、 評価基準の統一化と 評価の公正性、 透明性等を図る ため、 研修を継続的

に実施し ま す。

取組内容 進捗状況

R2
○人事評価研修

○評価結果の活用

職員の習熟度の向上と 評価

者の評価基準の統一化を図

る ための研修を行ってい

く 。 ま た、 挑戦加点目標制

度を実施し 、 組織の活性化

を図る 。

R4 ⇓

職員の習熟度の向上と 評価

者の評価基準の統一化を図

る ための研修を行ってい

く 。 ま た、 挑戦加点目標制

度を一部運用を変更し 、 公

平性の確保と 、 組織の活性

化を図る 。

R5 ⇓

職員の習熟度の向上と 評価

者の評価基準の統一化を図

る ための研修を行ってい

く 。 人事評価シス テムの活

用によ り 、 公平性の確保

と 、 組織の活性化を図る 。

R6 ⇓

被評価者の職務上に見ら れ

た行動や仕事の成果（ 結

果） など の事実をよ り 適切

に把握する ため、 一次及び

２ 次評価者の見直し を図

る 。
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財 政

効果額

R7 ⇓

評価者を見直し たこ と に伴

い、 研修によ り 職員の習熟

度の向上と 評価者の評価基

準の統一化を図る 。 人事評

価シス テムの活用によ り 、

公平性の確保と 、 組織の活

性化を図る 。

48



進捗状況報告書

体系 2-1-3

所管課 総務人事課

年度 年度計画

Ａ

Ｒ 1の行政組織機構改革検討委員会で協議さ

れた市民課窓口について、 Ｒ 2年度末を 以て

南河内・ 石橋の2窓口を 閉鎖し た。

11月に部課長 ヒ アリ ン グを 実施し 、 各部署

の組織体制等の課題等を 抽出、 検証し 、 Ｒ 3

の組織編成（ グループ等） を 行っ た。

財 政

効果額

Ａ

部課長 ヒ アリ ン グを 実施し 、 各部署の組織

体制等の課題等を 抽出・ 検証し 、 今後の部

課統廃合を 見据えたＲ 4の組織編成（ グルー

プ等） を 行っ た。

財 政

効果額

Ａ

部課長 ヒ アリ ン グを 実施し 、 各部署の組織

体制等の課題等を 抽出・ 検証し 、 今後の部

課統廃合を 見据えたＲ ５ の組織編成（ グ

ループ等） を 行っ た。

財 政

効果額

Ａ

組織体制の課題を 抽出・ 整理し 、 今後の行

政課題等に対応する ため、 福祉部と 建設水

道部において組織改編を 行っ た。

財 政

効果額

Ａ
組織改編後、 新たに生じ た課題等について

整理・ 検証を 行っ た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R3 ⇓

よ り 効果的かつ柔軟な組織体制づ

く り のため、 課題を 整理し 検証す

る 。 必要に応じ て市行政組織機構

改革検討委員会を 開催し 、 組織体

制見直し 等の調査・ 研究を 行う 。

課題
多様な行政ニーズや制度改革等に即応し た施策を 展開でき る 効率的かつ創造的な

組織づく り が必要と なり ま す。

実施

項目

組織機構の見直

し

内容

社会経済情勢の変化は目覚ま し く 、 新たな行政課題や市民の多様なニーズに即応

し た施策を 総合的・ 機能的に展開でき る よ う 、 事務事業についてス ク ラ ッ プ・ ア

ン ド ・ ビ ルド を 徹底する と と も に、 実質的に事務事業を 円滑に遂行でき る 簡素で

効率的かつ創造的な組織機構の構築を 目指し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○課題整理と 検

証

○組織体制の見

直し

よ り 効果的かつ柔軟な組織体制づ

く り のため、 課題を 整理し 検証す

る 。 必要に応じ て市行政組織機構

改革検討委員会を 開催し 、 組織体

制見直し 等の調査・ 研究を 行う 。

R4 ⇓

よ り 効果的かつ柔軟な組織体制づ

く り のため、 課題を 整理し 検証す

る 。 必要に応じ て市行政組織機構

改革検討委員会を 開催し 、 組織体

制見直し 等の調査・ 研究を 行う 。

R5 ⇓

よ り 効果的かつ柔軟な組織体制づ

く り のため、 課題を 整理し 検証す

る 。 必要に応じ て市行政組織機構

改革検討委員会を 開催し 、 組織体

制見直し 等の調査・ 研究を 行う 。

R6 ⇓

組織改編の結果を 踏ま え、 引き 続

き 課題等を 整理・ 検証を 行い、 新

たな組織体制見直し 等の調査・ 研

究を 継続し ていく 。

R7 ⇓
組織機構の見直し に向けた専門部

会を 立ち上げ、 協議を 開始する 。
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体系 2-1-4

所管課 総務人事課

年度 年度計画

Ａ

Ｒ 2よ り 新制度が開始し たこ と に伴い、 制度

上の課題抽出、 検証を 行っ た。

次年度予算要求に向け各課ヒ アリ ン グを 実

施し 、 必要最小限の任用に応じ た予算確保

を 支援し た。

アウ ト ソ ーシン グ導入を 予定し た事務事業

について、 関係課と 調整し た。

財 政

効果額

Ａ

各課ヒ アリ ン グを 実施し 、 必要最小限の任

用に応じ た予算確保を 支援し た。

行政委員会事務局の選挙事務において、 初

めてアウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ

る 委託を 実施し た。

財 政

効果額

Ａ

各課ヒ アリ ン グを 実施し 、 必要最小限の任

用に応じ た予算確保を 支援し た。

行政委員会事務局の選挙事務において、 ア

ウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ る 委託

を 実施し た。

今年度よ り 初めて、 長 期にわたる 会計年度

任用職員の異動勧奨を 実施し た。

財 政

効果額

Ａ

各課ヒ アリ ン グを 実施し 、 必要最小限の任

用に応じ た予算確保を 支援し た。

市民課のマイ ナンバー関係業務において、

アウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ る 委

託を 実施し た。

昨年度に引き 続き 、 長 期にわたる 会計年度

任用職員の異動勧奨を 実施し た。

財 政

効果額

R3 ⇓

任用計画における 各課ヒ アリ ン

グを 実施し 、 人件費抑制や業務

効率化を 重視し た必要最小限の

任用を 実施する 。 ま た、 アウ ト

ソ ーシング導入可能な事務事業

を 検証する 。

課題
会計年度任用職員制度が開始と なり 、 総コ ス ト （ 人件費＋物件費） が増える こ

と から 、 さ ら に徹底し た人員管理が必要と なり ま す。実施

項目

会計年度任用職員等の確

保

内容
人件費抑制と 業務効率化の観点から 、 会計年度任用職員や臨時的任用職員等の

適正な活用を 行い、 最適な人材配置を 推進し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○任用計画における 各課

ヒ アリ ン グの実施

○効果的かつ必要最小限

の任用の実施

任用計画における 各課ヒ アリ ン

グを 実施し 必要最小限の任用を

実施する 。 ま た、 アウ ト ソ ーシ

ング導入可能な事務事業を 検証

する 。

R4 ⇓

任用計画における 各課ヒ アリ ン

グを 実施し 、 人件費抑制や業務

効率化を 重視し た必要最小限の

任用を 実施する 。 ま た、 アウ ト

ソ ーシング導入可能な事務事業

を 引き 続き 検証する 。

R5 ⇓

任用計画における 各課ヒ アリ ン

グを 実施し 、 人件費抑制や業務

効率化を 重視し た必要最小限の

任用を 実施する 。 ま た、 アウ ト

ソ ーシング導入可能な事務事業

を 引き 続き 検証する 。
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Ａ

各課ヒ アリ ン グを 実施し 、 必要最小限の任

用に応じ た予算確保を 支援し た。

市民課のマイ ナンバー関係業務において、

アウ ト ソ ーシン グ（ 派遣事業者） によ る 委

託を 実施し た。

昨年度に引き 続き 、 長 期にわたる 会計年度

任用職員の異動勧奨を 実施し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

任用計画における 各課ヒ アリ ン

グを 実施し 、 人件費抑制や業務

効率化を 重視し た必要最小限の

任用を 実施する 。

アウ ト ソ ーシングの活用に向け

て、 下野市行政組織機構改革検

討委員会における 窓口部会に対

し 検討を 依頼する 。

R7 ⇓

任用計画における 各課ヒ アリ ン

グを 実施し 、 人件費抑制や業務

効率化を 重視し た必要最小限の

任用を 実施する 。

アウ ト ソ ーシングの活用に向け

ては、 専門部会を 立ち上げて協

議を 開始する 。
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体系 2-2-1

所管課 総務人事課

年度 年度計画

Ａ

職責や勤務年数に応じ た小山地区研修協議会や県市町村振

興協会主催の研修に、 各職員が参加し た。

資格取得支援等の制度を周知し 、 各職員が利用し た。

・ 自己啓発資格取得助成申請 ９ 件

・ 自主研究グループ支援申請 ２ 件

財 政

効果額

Ａ

職責や勤務年数に応じ た小山地区研修協議会や県市町村振

興協会主催の研修に、 各職員が参加し た。

資格取得支援等の制度を周知し 、 各職員が利用し た。

・ 自己啓発資格取得助成申請 10件

・ 自主研究グループ支援申請 １ 件

財 政

効果額

Ａ

職責や勤務年数に応じ た小山地区研修協議会や県市町村振

興協会主催の研修に、 各職員が参加し た。

資格取得支援等の制度を周知し 、 各職員が利用し た。

・ 自己啓発資格取得助成申請 12件

・ 自主研究グループ支援申請 2件

財 政

効果額

Ａ

職責や勤務年数に応じ た小山地区研修協議会や県市町村振

興協会主催の研修に、 各職員が参加し た。

資格取得支援等の制度を周知し 、 各職員が利用し た。

・ 自己啓発資格取得助成申請 18件

財 政

効果額

Ａ

職責や勤務年数に応じ た小山地区研修協議会や県市町村振

興協会主催の研修に、 各職員が参加し た。

資格取得支援等の制度を周知し 、 各職員が利用し た。

・ 自己啓発資格取得助成申請 22件

・ 自主研究グループ支援申請 1件

財 政

効果額

財 政

効果額

R3

       ↓

自己啓発等受講件数

10件

資格取得支援等の

制度の周知及び利

用促進をし 、 職員

の能力開発を推進

する 。

課題
高度化・ 多様化する 行政需要に的確に対応する ため、 職員は高度な知識や能力、

資質を備える こ と が求めら れま す。
実施

項目

職員人材育成基本方針等

の推進

内容

個々の業務における 必要性に応じ て、 「 下野市職員人材育成基本方針」 や「 資格

取得・ 自主研究グループ活動支援要綱」 を活用し 、 職員の自己啓発や研修を通し

て、 意識高揚や能力開発に努めま す。

なお、 小山地区職員研修協議会等と の連携によ り 定期的に開催する 、 勤務年数・

役職に応じ た職員研修について、 引き 続き 、 職員への受講を促進し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○資格取得支援等の制度

の周知・ 利用促進

自己啓発等受講件数

10件

資格取得支援等の

制度の周知及び利

用促進をし 、 職員

の能力開発を推進

する 。

R4

       ↓

自己啓発等受講件数

10件

資格取得支援等の

制度の周知及び利

用促進をし 、 職員

の能力開発を推進

する 。

R5

       ↓

自己啓発等受講件数

10件

資格取得支援等の

制度の周知及び利

用促進をし 、 職員

の能力開発を推進

する 。

R6

　 　 　 　 　 　 　 ↓

自己啓発等受講件数

10件

資格取得支援等の

制度の周知及び利

用促進をし 、 職員

の能力開発を推進

する 。

R7

       ↓

自己啓発等受講件数

20件

資格取得支援等の

制度の周知及び利

用促進をし 、 職員

の能力開発を推進

する 。
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体系 2-2-2

所管課 総務人事課

年度 年度計画

Ａ

人事異動基本方針において、 女性職員活躍

応援行動計画に基づいた考え方を 方針の一

つに定め、 人事異動を 実施し 、 女性の管理

職等への登用を 図っ た。

昇任への意欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る ため、 第２ 期女性

職員活躍応援行動計画(R3～7)を 策定し た。

財 政

効果額

Ａ

人事異動基本方針において、 女性職員活躍

応援行動計画に基づいた考え方を 方針の一

つに定め、 人事異動を 実施し 、 女性の管理

職等への登用を 図っ た。

昇任への意欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る ため、 第２ 期女性

職員活躍応援行動計画(R3～7)に基づき 実施

し た。

財 政

効果額

Ａ

人事異動基本方針において、 女性職員活躍

応援行動計画に基づいた考え方を 方針の一

つに定め、 人事異動を 実施し 、 女性の管理

職等への登用を 図っ た。

昇任への意欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る ため、 第２ 期女性

職員活躍応援行動計画(R3～7)に基づき 実施

し た。

財 政

効果額

Ａ

人事異動基本方針において、 女性職員活躍

応援行動計画に基づいた考え方を 方針の一

つに定め、 人事異動を 実施し 、 女性の管理

職等への登用を 図っ た。

昇任への意欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る ため、 第２ 期女性

職員活躍応援行動計画(R3～7)に基づき 実施

し た。

財 政

効果額

R3 ⇓

意欲と 能力のある 若手職員や女

性職員を 積極的に登用する 。

ま た、 第２ 期女性職員活躍応援

行動計画に基づき 、 昇任への意

欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る 。

課題

女性職員活躍応援行動計画に基づく 女性職員の管理監督職への登用は、 職員の

年齢別、 役職別構成等を 考慮し 、 管理職昇任への意欲を 示す女性職員を 育成す

る 等、 登用率目標値を 再検証し ま す。
実施

項目

若手職員や女性職員の登

用拡大

内容
新たな女性職員活躍応援行動計画に基づき 、 意欲と 能力のある 若手職員や女性

職員の登用を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○女性職員活躍応援行動

計画に基づく 管理

○次期女性職員活躍応援

行動計画の策定

意欲と 能力のある 若手職員や女

性職員を 積極的に登用する 。

ま た、 昇任への意欲ある 女性職

員の育成や更なる 女性登用を 積

極的に図る ため、 第２ 期女性職

員活躍応援行動計画を 策定す

る 。

R4 ⇓

意欲と 能力のある 若手職員や女

性職員を 積極的に登用する 。

ま た、 第２ 期女性職員活躍応援

行動計画に基づき 、 昇任への意

欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る 。

R5 ⇓

意欲と 能力のある 若手職員や女

性職員を 積極的に登用する 。

ま た、 第２ 期女性職員活躍応援

行動計画に基づき 、 昇任への意

欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る 。
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Ａ

人事異動基本方針において、 女性職員活躍

応援行動計画に基づいた考え方を 方針の一

つに定め、 人事異動を 実施し 、 女性の管理

職等への登用を 図っ た。

昇任への意欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る ため、 第２ 期女性

職員活躍応援行動計画(R3～7)に基づき 実施

し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

意欲と 能力のある 若手職員や女

性職員を 積極的に登用する 。

ま た、 第２ 期女性職員活躍応援

行動計画に基づき 、 昇任への意

欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る 。

R7

○女性職員活躍応援行動

計画に基づく 管理

○次期女性職員活躍応援

行動計画の策定

意欲と 能力のある 若手職員や女

性職員を 積極的に登用する 。

ま た、 第２ 期女性職員活躍応援

行動計画に基づき 、 昇任への意

欲ある 女性職員の育成や更なる

女性登用を 積極的に図る 。

次期女性職員活躍応援行動計画

の策定を 進める 。
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体系 2-2-3

所管課 総合政策課

年度 年度計画

Ｂ

28件の提案があり 、 う ち11件が採用（ 一部採用） と

なっ た。 採用提案については、 関係課長 へ実施に向

けた必要な措置を 講じ る よ う 指示し 、 関係課等から

実施計画書が出さ れ、 順次実施さ れた。

制度の見直し について、 提案の件数増加のための１

課１ 提案の実施や、 提案の質を 向上さ せる ための提

案ミ ーティ ン グ導入等を 行い、 改善を 図っ た。

財 政

効果額

Ｂ

26件の提案があり 、 う ち7件が採用（ 一部採用） と

なっ た。 採用提案については、 関係課等に実施計画

の作成を 依頼し 、 順次実施へ向け進めている と こ ろ

と なる 。

提案内容の実施推進を 目指し 、 今回は過去に保留判

定と なっ た事案の洗い出し ・ 追跡調査等を 行っ た。

財 政

効果額

A

40件の提案があり 、 う ち7件が採用と なっ た。 R4年度

は「 市有施設に関する ネーミ ン グラ イ ツ 制度の導

入」 「 公有施設敷地のお試し 利用によ る 効果的運用

の推進」 など 、 公共施設の有効活用に関する 提案が

目立っ た。

今後は関係各課が作成し た実施計画書に基づき 、 提

案内容の実現に向けて検討を 行っ ていく 。

財 政

効果額

A

42件の提案があり 、 う ち4件（ 施策に関する も の） が

採用と なっ た。 採用と なっ た提案については、 関係

課長 へ実施に向けた必要な措置を 講じ る よ う 指示を

行い、 関係課から 実施計画書が提出さ れた。 採用提

案である 「 エコ 通勤デーの設定」 「 図書館ブッ ク ポ

ス ト の拡充」 については今年度よ り 実施が始ま っ て

いる 。

今後は関係各課が作成し た実施計画書に基づき 、 採

用提案の実施に向けて検討を 行っ ていく 。

財 政

効果額

R4

⇓

提案件数： 40件

業務改善や行政サービ ス 向上に

向けて、 各課各個人が前向き に

取り 組む環境が醸成さ れる よ う

周知を 図る と と も に、 提案件数

の増加に取り 組む。

R5

⇓

提案件数： 40件

業務改善や行政サービ ス 向上に

向けて、 各課各個人が前向き に

取り 組む環境が醸成さ れる よ う

周知を 図る と と も に、 提案件数

の増加に取り 組む。

R3

⇓

提案件数： 40件

○検証・ 見直し

業務改善や行政サービ ス 向上へ

向け、 更に効果的な制度の見直

し を 検討する と と も に、 提案件

数の目標達成を 目指す。

課題

職員提案制度については、 行政サービ ス 向上の観点における 提案の質の部分と 、 職員の

積極性と いっ た意識改革の観点における 提案の量の部分についても 見込める 制度と し て

構築し ていく 必要があり ま す。実施

項目

職員提案制度の

活用

内容

市の課題を 発見し 、 解決策と なる 事業や取組みを 職員自ら 創出する 「 職員提案制度」 に

ついては、 制度の検証と 見直し を 適時実施し 、 職員の意欲的な提案を 促進する と と も

に、 提案によ り 行政サービ ス の向上や事務改善等を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2

実施

提案件数： 40件

前年度ま での制度見直し を も と

に提案を 募集する 。 ま た、 提案

の適正な審査を 行う ため、 審査

委員会の開催方法について検討

し たう えで実施する 。
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Ｂ

16件の提案があり 、 う ち0件が採用と なっ た

今後は職員提案の在り 方について見直し の検討を

行っ ていく 。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

⇓

提案件数： 40件

○検証・ 見直し

業務改善や行政サービ ス 向上に

向けて、 各課各個人が前向き に

取り 組む環境が醸成さ れる よ う

周知を 図る 。

R7

⇓

提案件数： 40件

○検証・ 見直し

業務改善や行政サービ ス 向上に

向けて、 各課各個人が前向き に

取り 組む環境が醸成さ れる よ う

周知を 図る 。
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体系 2-3-1

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

行政評価シス テム については、 事業見直し の促進

及び評価基準の更なる 適正化を 目指し 、 評価項目

等を 調整し た。

ま た、 第二次下野市総合計画後期基本計画の策定

によ り 、 施策や重点区分に変更の生じ る 箇所が出

てく る ため、 次年度の整合性を 図る べく 洗い出し

及び調整を 行っ た。

ま た、 「 課題を 捉え、 改善する と いっ た毎年のサ

イ ク ル」 の徹底のため、 課題の把握や対応策の検

討を 行う 時間を 多めに確保し た。

財 政

効果額

A

各課の使用する 評価チェ ッ ク リ ス ト 等について修

正を 加え、 よ り 効果的に判定が算出さ れる よ う 見

直し たほか、 市民評価対象事業について事前に担

当課へ調整を 図り 、 事業評価の効果が最大限発揮

さ れる よ う 努めた。

財 政

効果額

A

行政評価シス テム においては、 前年度の入力デー

タ の一部を 自動的に引用さ れる よ う に設定。 入力

箇所を 減ら すこ と によ り 業務の簡素化を 図っ た。

ま た、 R4よ り 、 前年度に市民評価を 行っ た事業

に対し 、 委員から の意見を 受けて、 その後、 ど の

よ う に事業に取り 組ま れている かを 調査し 、 行政

改革推進委員会にて報告する こ と と し た。

財 政

効果額

A

令和５ 年度から 、 事務事業評価の結果を 材料と し

て来年度予算枠を 配分する こ と で、 事業のス ク

ラ ッ プ＆ビ ルド の推進を 図る こ と ができ た。 ま

た、 市民評価を 受けた事業の事後調査も 継続し て

実施し 、 評価に対する 改善等を 見える 化する こ と

で、 市民協働の市政運営を 促進し た。

財 政

効果額

R4 ⇓

事業の効率化及びス ク ラ ッ プアン

ド ビ ルド へ繋げる ため、 シス テム

の更なる 効果的運用方法を 検討す

る と と も に、 市民協同によ る 市政

を 一層推進する ため、 市民評価の

効果向上を 目指す。

R5 ⇓

引き 続き 、 行政評価シス テム を 活

用し た事業のス ク ラ ッ プ＆ビ ルド

を 推進。

ま た、 市民評価及びR4よ り 開始し

た事後調査を 継続し て行い、 市民

と 行政の協働によ る 市政運営を 継

続し て行う 。

R3 運用

前年度実施内容を 分析のう え、 効

率化を 目指し 行政評価シス テム の

見直し を 実施する 。 ま た、 行政評

価の大き な目的である 事務事業に

おける 「 積極的なス ク ラ ッ プアン

ド ビ ルド 」 「 課題を 捉え改善する

と いっ た毎年のサイ ク ル」 を 徹底

する 。

課題
総合計画で掲げている 施策を 効率的に推進する ため、 よ り 簡素で効果的な行政評価シ

ス テム の構築及び運用を 図る 必要があり ま す。実施

項目

行政評価シス テ

ム の着実な運用

内容

行政評価シス テムの運用を 進める と と も に、 第二次総合計画後期基本計画策定に伴

い、 行政評価シス テム の見直し を 行いま す。 ま た、 行政改革推進委員会で行政評価市

民評価を 実施し 、 事業実施にあたり 市民目線と の乖離がないか検証し 、 市民協働によ

る 市政の適正な推進を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2

      運

用

○第二次総合計

画後期基本計画

策定

○行政評価シス

テム の検証と 見

直し

令和３ 年度よ り 第二次総合計画後

期基本計画と なる こ と から 、 計画

の策定と 連携し つつ、 行政評価シ

ス テム の検証と 見直し を 行う 。

行政評価市民評価にて適正な評価

が行える よ う 資料の作成や評価方

法について検討する 。
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A

令和５ 年度と 同様、 事務事業評価の結果を 材料と

し て来年度予算枠を 配分する こ と で、 事業のス ク

ラ ッ プ＆ビ ルド の推進を 図る こ と ができ た。 ま

た、 市民評価を 受けた事業の事後調査も 継続し て

実施し 、 評価に対する 改善等を 見える 化する こ と

で、 市民協働の市政運営を 促進し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

行政評価シス テムを 活用し たス ク

ラ ッ プ＆ビ ルド を よ り 一層進める

ために、 運用方法を 検討する 。

ま た、 よ り 効果的な評価と なる よ

う 、 行政評価のあり 方についても

研究を 進めていく 。

R7 ⇓

行政評価シス テムを 活用し た事業

のス ク ラ ッ プ＆ビ ルド を 推進する

ため、 運用方法を 検討し た結果、

所管課の１ 次評価に対し 総合政策

課と し ての意見を 付すこ と と し

た。
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体系 2-3-2

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

国・ 地方自治体の先進事例ま た民間事例等など

の情報を 収集する と と も に、 本市における 効果

の検討を 進めた。

財 政

効果額

A

令和2年度に総務省が自治体DX推進計画を 策定

し たこ と から 、 デジタ ルを 活用し た市民サービ

ス の向上や業務効率の向上を 目指すう えでの指

針である 「 下野市DX推進方針」 を 策定し た。 ま

た、 他自治体へヒ アリ ングを 実施し 、 自治体DX

推進に向けた取組状況等を 確認し 、 本市のデジ

タ ル化の検討材料と し た。

財 政

効果額

A

窓口手続の簡素化に向けた検討を 行い、 「 書か

ない窓口」 を目指すためのシス テムを 導入し

た。 ほか、 DX推進方針の達成に向け、 ワ ーキン

ググループによ る 調査等検討を行い、 抽出し た

業務やシス テムについて、 導入効果及び課題を

分析し た。 ま た、 各基本項目の進捗管理のため

令和7年度末ま での工程を 明確化し た。

財 政

効果額

A

窓口簡素化シス テムについては、 市民課と 共同

で福祉部門に対し 利用勧奨を 図っ た。

ネッ ト ワ ーク 機器更改に合わせ、 閉域網の無線

化等事務効率の向上を図る シス テム構成と し

た。

財 政

効果額

A

庁内Wi-Fi環境を 整備し 、 会議室等に職員端末

を 持ち込むこ と によ り 会議資料ペーパーレ ス 化

の推進が図ら れた。

ま た、 公共施設Wi-Fiのセキュ リ ティ を 強化

し 、 利用者の利便性・ 安全性の向上を 行っ た。

財 政

効果額

R6 ⇓

文書管理シス テムやグループウ ェ

アなど 既存のシス テム・ ソ フ ト

ウ ェ アを 最大限活用し 、 市役所業

務における ペーパレ ス 化推進を 図

る 。

R4 導入

引き 続き 費用対効果等の検証を 進

める と と も に、 費用対効果の高い

シス テム等があっ た場合、 導入を

進める 。 ま た、 「 下野市DX推進方

針」 に基づいた取組を 検討し てい

く 。

R5 ⇓

窓口手続簡素化シス テムについて

対象手続の拡充を 図り 、 市民の利

便性のさ ら なる 向上を 目指す。

DX推進方針各基本項目の工程に従

い、 市民の利便性向上やデジタ ル

デバイ ド 解消、 事務の効率化に向

けた取り 組みを行う 。

R3 ⇓

引き 続き 費用対効果等の検証を 進

める と と も に、 関係各課と の連携

や情報共有を 密にし 、 効果的なICT

活用の検討を 進める 。

課題

人口減少社会によ り 、 将来、 労働力の供給制約に直面する こ と が想定さ れ、 職員数の

維持が難し く なる 状況においても 持続可能な自治体と し て構築し ていく 必要があり ま

す。 ま た、 昨今の働き 方改革等の推進を図る ためにも 、 よ り 効率的な業務遂行の手段

や方法への転換が求めら れていま す。

実施

項目

Ｉ Ｃ Ｔ 活用によ る

ス マート 自治体へ

の転換

内容

Ｉ Ｃ Ｔ の活用を 推進し 、 事務の効率化を図る と と も に、 窓口における 市民の手続き の

簡素化等によ り 市民サービ ス の向上を 図り ま す。 Ｉ Ｃ Ｔ 化によ る 費用・ 効果を 分析

し 、 導入に向けた取組みを 実施し ま す。

取組内容 進捗状況

R2
現状把握・ 導入後

の効果等の分析

適切なＩ Ｃ Ｔ 活用によ る 市民サー

ビ ス 向上や事務の効率化のため、

他自治体の導入状況や費用対効果

等を 情報収集する 。

ま た、 庁内全体での導入を 推進す

る ため、 必要に応じ て関係課に情

報提供する 。
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財 政

効果額

R7 ⇓

AIを 活用し た会議録作成シス テム

を 導入し 、 事務の効率化を 図る 。

DX推進方針の計画期間がR7で終了

する こ と から 、 次期方針を 策定す

る 。
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体系 2-3-3

所管課 総務人事課

年度 年度計画

A

公文書管理に関する 職員向けの研修を リ

モート ラ ーニン グ形式によ り 全職員を 対象

に実施し た。

電子決裁のルール作り 等、 文書電子化につ

いては、 行政のデジタ ル化推進の流れも あ

り 、 情報管理部門と 連携し て進めていく 。

財 政

効果額

A

公文書管理に関する 職員向けの研修を リ

モート ラ ーニン グ形式によ り 実施し た。

電子決裁活用のためのルールづく り に着手

し たが、 文書電子化については、 Ｄ Ｘ 推進

と 密接に関連する こ と から 、 情報管理部門

と 情報共有し ながら 進めていく こ と と し

た。

財 政

効果額

A

公文書管理に関する 職員向けの研修を リ

モート ラ ーニン グ形式によ り 実施し た。

電子決裁活用についてはマニュ アルを 作成

中であり 、 準備が整い次第職員へ周知する

予定である 。

財 政

効果額

A

電子決裁について、 庁内会議（ 部長 会議並

びに庁議） の電子化を 決定し 、 令和６ 年度

よ り 運用を 始める こ と と なっ た。

財 政

効果額

A

庁内会議（ 部長 会議・ 庁議） については、

すべてにおいて電子化を 図る こ と ができ

た。

ま た、 ７ 年度に向けて庁内文書の電子受付

等について電子化の協議を 実施。

財 政

効果額

R3 ⇓

公文書の電子決裁に関する 研修

を 実施する と と も に、 電子決裁

のルールづく り について、 情報

管理部門と 連携し て研究を 進め

る 。

課題

文書の電子化は適用範囲等について、 なお検討が必要であり ま す。

電子決裁は一部事務で運用を 開始し ていま すが事務全般への適用については必

要性等への理解及び適用範囲等のルールづく り など 、 なお検討が必要であり ま

す。
実施

項目

庁内文書電子化と 電子決

裁の推進

内容

文書管理シス テム 及びス キャ ナー付き 複合機の活用を 促進し 、 文書の電子化を

推進し ま す。

ま た、 汎用的な電子決裁の拡充を 目指し ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○文書の電子化推進

○汎用的な電子決裁の研

究

公文書管理に関する 研修を 実施

する と と も に、 電子決裁のルー

ルづく り について研究する 。

R4 ⇓

公文書管理に関する 研修を 実施

する と と も に、 文書電子化につ

いて、 Ｄ Ｘ 推進に併せて研究を

進める 。

R5 ⇓

公文書管理に関する 研修を 実施

する と と も に、 文書電子化につ

いて、 引き 続き Ｄ Ｘ 推進に併せ

て研究を 進める 。

R6 ⇓

公文書管理に関する 研修を 実施

する と と も に、 文書電子化や庁

内会議の開催にあたっ て資料の

電子化を 引き 続き 進める 。
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財 政

効果額

R7

○文書の電子化推進

○汎用的な電子決裁の研

究

〇庁内会議電子化の拡充

（ 追加）

公文書の電子決裁シス テム の活

用向けた研修、 庁内会議の更な

る 電子化を 進める 。
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体系 2-3-4

所管課 総務人事課

年度 年度計画

Ａ

文書管理シス テムを 引き 続き 活用し 、 効率

化を 図っ ている ほか、 保存ルールの見直し

については、 持続可能かつ適正な文書管理

を 行う ため、 検討を 進めている 。

保存場所の一元化については、 公共施設マ

ネジメ ン ト 推進委員会で協議し たが、 引き

続き 保存ルールの見直し と 併せて検討を 続

ける こ と と なっ た。

財 政

効果額

Ａ

分散管理さ れている 文書の保存年限を 確認

する ため、 及び分散管理の最適化を 検討す

る ため、 書庫の利用状況について、 改めて

現地調査を 実施し た。

財 政

効果額

Ａ

現地調査の結果、 相当量の文書が確認さ れ

たため、 引き 続き 分散管理を 継続し なが

ら 、 最適化を 図る 取組を 検討する こ と と し

た。

ま た、 現年度の文書管理状況を 把握する た

めフ ァ イ リ ン グ現地調査を 実施し た。

財 政

効果額

Ａ

新庁舎書庫・ 既存書庫の文書の廃棄を 含

め、 適正な文書管理を する と と も に、 文書

の電子化を 推進し た結果、 文書量の削減が

図れた。

文書管理シス テム等を 活用し て、 分散管理

での文書管理の効率化を 図る と と も に保存

場所の一元化の検討を 進める 。

財 政

効果額

R3 ⇓

永年保存など 保存年限の見直し

を 検討する 。

現在の分散管理における 許容量

を 的確に把握する 。

許容量と 発生文書量に基づき 、

必要な再配置等について検討す

る 。

課題

物理的な一元化を 実現する ための新規書庫の建設は用地及び財政面など 各種課

題があり ま す。 分散管理が前提と なる こ と から 、 文書管理シス テム等の活用に

よ り 、 文書管理の効率化を 図る 必要があり ま す。実施

項目
文書管理の効率化

内容

新庁舎書庫・ 既存書庫の住み分けを 明確にする と と も に、 文書の電子化を 推進

する こ と で文書量の削減を 図り ま す。

文書管理シス テム 等を 活用し て、 分散管理での文書管理の効率化を 図る と と も

に保存場所の一元化の検討を 進めま す。

取組内容 進捗状況

R2

○保存ルールの検討

○シス テム 等を 活用し た

文書管理の効率化

○一元化の検討

公共施設等総合管理計画に基づ

く 公共施設の統廃合の方針と の

整合性を 図り ながら 、 保存場所

の一元化の検討を 進める 。

永年文書の文書量を 削減する た

め、 文書管理規程等の保存ルー

ルの見直し を 検討する 。

R4 ⇓

書庫の現地調査結果を ま と め、

次年度以降の取組を 検討する 。

発生する 文書量に対する 書庫ス

ペース の不足が慢性化し てお

り 、 文書電子化によ る 省ス ペー

ス 化と と も に現在ある 文書の外

部管理についても 研究を 進め

る 。

R5 ⇓

書庫ス ペース の不足を 解消する

ため、 保管文書の減少が必須と

なる ため文書電子化を 推進す

る 。 ま た、 昨年度実施し たフ ァ

イ リ ン グ現地調査の結果を ま と

め、 今後の取組を 検討する 。
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Ａ

庁内会議の電子化の実施によ り 、 文書量の

一部を 削減し た。 ま た、 文書管理シス テム

によ る 文書保存を 電子化する こ と によ り 、

ペーパーレ ス 化を 推進し た。 文書の保存に

ついては、 分散管理によ る 文書管理の効率

化を 図っ たが引き 続き 、 保存場所の一元化

の検討を 進めま す。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

庁舎書庫等の適正管理を する と

と も に、 文書管理シス テム 等の

活用よ り 、 文書の電子化を 推進

する こ と で文書量の削減を 進め

る 。

R7 〇文書の電子化推進

庁内会議における 更なる 電子化

の推進を 図り 、 紙文書によ る 決

裁を 電子決裁シス テム を 活用し

た取組を 推進する 。
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体系 2-3-5

所管課 契約検査課

年度 年度計画

A

130万円以上の建設工事について検査を実

施。 令和２ 年度は、 １ ４ ７ 件の工事検査を

実施し た。

ま た、 営繕工事検査員実地研修を ２ 月（ 完

成検査） を 開催し 、 工事成績評定の精度向

上に努めた。

財 政

効果額

A

130万円以上の建設工事について検査を実

施。 令和３ 年度は、 108件の工事検査を実施

し た。

ま た、 営繕工事の監督員実地研修を 7月、 9

月、 12月に開催し 、 工事成績評定の精度向

上に努めた。

11月に開催さ れた県南６ 市研究会で、 業務

委託成績評定の情報収集に務めた。

財 政

効果額

A

130万円以上の建設工事について検査を実

施。 令和４ 年度は、 109件の工事検査を実施

し た。

ま た、 営繕工事の監督員実地研修を 4月、 7

月、 8月、 10月に開催し 、 工事成績評定の精

度向上に努めた。

11月に開催さ れた県南６ 市研究会で、 工事

関係書類のス リ ム化の情報収集に努めた。

財 政

効果額

A

130万円以上の建設工事について検査を実

施。 令和５ 年度は、 １ ３ ４ 件の工事検査を

実施し た。

検査員を 対象と し た研修会（ 完成検査） を

３ 月に開催、 工事成績評定の精度向上に努

めた。

ま た、 １ １ 月に開催さ れた県南６ 市研究会

で、 成績評定の情報収集に努めた。

財 政

効果額

R4 ⇓

建設工事の検査については、 引き 続き

栃木県の工事成績評定制度に準拠し 実

施する 。

工事の品質確保を 図る ため、 工事成績

評定の精度向上については、 引き 続き

検査員を 対象と し た研修を 開催する 。

業務委託成績評定導入については、 引

き 続き 先進事例や県南六市の状況を 踏

ま えながら 検討を 進める 。

R5 ⇓

建設工事の検査については、 引き 続き

栃木県の工事成績評定制度に準拠し 実

施する 。

工事の品質確保を 図る ため、 工事成績

評定の精度向上については、 引き 続き

検査員を 対象と し た研修を 開催する 。

業務委託成績評定導入については、 引

き 続き 先進事例や県南六市の状況を 踏

ま えながら 検討を 進める 。

R3 ⇓

建設工事の検査については、 引き 続き

栃木県の工事成績評定制度に準拠し 実

施する 。

工事の品質確保を 図る ため、 工事成績

評定の精度向上については、 引き 続き

検査員を 対象と し た研修を 開催する 。

業務委託成績評定導入については、 引

き 続き 先進事例や県南六市の状況を 踏

ま えながら 検討を 進める 。

課題

適正な工事検査を 実施する 能力の強化を図る ため、 検査員の専門的ス キルの向上及び

技術者の育成が必要と なり ま す。 ま た、 業務委託の成績評定の導入の検討について

は、 先進事例など の研究が必要と なり ま す。
実施

項目

工事検査・ 業務委

託評定の適正な運

用

内容

建設工事の成績評定については、 現在の成績評定を 継続し て行いま す。

営繕工事（ 建築・ 電気・ 設備） を 専門的に担当する 検査員の育成を行いま す。

業務委託の成績評定については、 導入の可否を 含めて検討を 行いま す。

取組内容 進捗状況

R2

○建設工事成績評

定の実施

○検査員の育成

○業務委託成績評

定導入の検討

建設工事の検査については、 引き 続き

栃木県の工事成績評定制度に準拠し 実

施する 。

工事の品質確保を 図る ため、 工事成績

評定の精度向上については、 引き 続き

検査員を 対象と し た研修を 開催する 。

業務委託成績評定導入については、 引

き 続き 先進事例や県南六市の状況を 踏

ま えながら 検討を 進める 。
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A

130万円以上の建設工事について検査を実

施。 令和６ 年度は、 ９ ２ 件の工事検査を実

施し た。

検査員を 対象と し た研修会（ 完成検査） を

１ ０ 月と ３ 月に開催、 工事成績評定の精度

向上に努めた。

業務委託成績評定導入については、 県南６

市研究会等で検討し た結果、 適正な評定に

は専門的な人材と 労力を 必要と する こ と か

ら 、 業務委託の成績評定導入については見

送る も のと する 。 し かし 、 成績評定を 除け

ば、 業務委託の品質確保に繋がる と 考えら

れる ため、 令和７ 年度から 、 県の業務委託

成績評定制度を 参考にし た検査を 試行す

る 。

財 政

効果額
 

財 政

効果額

R6 ⇓

建設工事の検査については、 引き 続き

栃木県の工事成績評定制度に準拠し 実

施する 。

工事の品質確保を 図る ため、 工事成績

評定の精度向上については、 引き 続き

検査員を 対象と し た研修を 開催する 。

業務委託成績評定導入については、 引

き 続き 先進事例や県南六市の状況を 踏

ま えながら 検討を 進める 。

R7 ⇓

建設工事の検査については、 引き 続き

栃木県の工事成績評定制度に準拠し 実

施する 。

工事の品質確保を 図る ため、 工事成績

評定の精度向上については、 引き 続き

検査員を 対象と し た研修を 開催する 。

業務委託成績評定導入については、 成

績評定を 除いた県の業務委託成績評定

制度を参考にし た検査を試行する 。

66



進捗状況報告書

体系 2-3-6

所管課 議事課

年度 年度計画

A

10月にタ ブレ ッ ト 端末を導入し 、 「 議会における タ

ブレ ッ ト 端末の運用基準」 を策定し た。 ま た、 操作

研修会・ 講習会を複数回行い、 操作ス キルを習得

し 、 Ｉ Ｃ Ｔ 化の推進に努めた。 本会議や常任委員会

ではタ ブレ ッ ト 端末を使用し 、 ペーパーレ ス 化によ

る 議会運営に取り 組み、 本格運用に備えた。

財 政

効果額

A

４ 月から タ ブレ ッ ト 端末の本格運用を開始し 、 会議

資料の電子化やタ ブレ ッ ト 端末によ る 情報伝達を行

い、 ペーパーレ ス 化と 業務の効率化を図った。 ま

た、 タ ブレ ッ ト 端末の更なる 活用のため、 災害対応

訓練を実施し 、 各議員の操作ス キルアッ プに努め

た。

財 政

効果額
940千円

A

引き 続き 、 会議資料の電子化やタ ブレ ッ ト 端末によ

る 情報伝達を行い、 ペーパーレ ス 化と 業務の効率化

を図った。 ま た、 タ ブレ ッ ト 端末の更なる 活用のた

め、 オンラ イ ン会議開催に向けた条例改正等の準備

を進めた。

財 政

効果額
713千円

A

引き 続き 、 会議資料の電子化やタ ブレ ッ ト 端末によ

る 情報伝達を行い、 ペーパーレ ス 化と 業務の効率化

を図った。 ま た、 タ ブレ ッ ト 端末の更なる 活用のた

め、 オンラ イ ン委員会運営要綱を定める と と も に、

端末更新に併せ、 新たな情報ツ ールと し てLINE

WORKSを 導入し 、 更なる 業務効率化と 議員活動の

活性化に努めた。

財 政

効果額
738千円

A

前年度に導入し たLINE WORKSによ り 迅速な情報伝

達が可能と なったこ と から 、 事務局から の連絡事項

や議員間の連絡調整に活用する こ と で業務効率の向

上を図った。

ま た、 タ ブレ ッ ト 端末を活用し たオンラ イ ン会議を

各常任委員会で試行し 、 オンラ イ ン環境での会議が

可能である こ と を確認し た。

財 政

効果額
819千円

R3 活用

タ ブレ ッ ト 端末に搭載さ れている

ペーパーレ ス 会議シス テムの活用に

よ り 、 ペーパーレ ス 化の推進及び業

務の効率化を図る 。 ま た、 情報の収

集や情報ス ト ッ ク の活用等、 議員活

動の活性化につなげる 。

課題

Ｉ Ｃ Ｔ 技術の向上に伴い情報伝達速度が向上し 、 ス マート フ ォ ンやタ ブレ ッ ト 等の端末を用

いて、 瞬時に情報を共有する こ と が可能であり ま す。 議会運営にＩ Ｃ Ｔ 技術を活用し 、 庁外

における 議員への情報伝達手段の確保や議案資料の増大化の解消など、 効率性を高める 必要

があり ま す。
実施

項目

タ ブレ ッ ト を

活用し た議会

Ｉ Ｃ Ｔ 化の推

進

内容

議会運営においてタ ブレ ッ ト 端末を導入し 、 議会内の情報伝達・ 情報共有の迅速化を図る と

と も に、 従来の紙媒体の資料を電子化（ ペーパーレ ス 化） し 、 資料印刷、 郵送料等に要する

時間と 経費節減を図り ま す。 なお、 災害等の発生時には、 安否確認や被災状況等の情報収集

にも 活用する など 災害対応ツ ールと し ても 活用し ま す。

取組内容 進捗状況

R2
タ ブレ ッ ト 端

末の導入

タ ブレ ッ ト 端末の調達及び運用規定

の作成を計画的に行う と と も に、 運

用開始に向けた操作研修会を実施

し 、 タ ブレ ッ ト を活用し た議会Ｉ Ｃ

Ｔ 化への移行を推進する 。

R4 ⇓

タ ブレ ッ ト 端末搭載のペーパーレ ス

会議シス テムを活用し 、 継続し て

ペーパーレ ス 化及び業務効率化を推

進する 。 ま た、 シス テムにおいて行

政計画等の一元管理を行い、 情報の

共有化を図る と と も に、 議員活動の

活性化につなげる 。

R5 ⇓

タ ブレ ッ ト 端末搭載のペーパーレ ス

会議シス テムを活用し 、 継続し て業

務効率化を推進する 。 ま た、 10月に

端末更新時期を迎える こ と から 、 効

率性の高い入替に努める 。 さ ら に、

端末を活用し たオンラ イ ン会議の開

催についても 準備を進め、 議員活動

の活性化につなげる 。

R6 ⇓

タ ブレ ッ ト 端末搭載のペーパーレ ス

会議シス テムやLINE WORKSなど を

活用し 、 継続し て業務効率化を推進

する 。 さ ら に、 端末を活用し てオン

ラ イ ン会議を試行開催する 。 ま た、

議員活動の活性化につなげる よ う 、

タ ブレ ッ ト 端末の更なる 活用方法を

研究する 。
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財 政

効果額

R7 終結
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体系 2-4-1

所管課 総合政策課

年度 年度計画

A

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症蔓延防止の観点か

ら 、 連携によ る 取組みに検討を 要する 状況が

あっ たが、 書面開催等によ り 、 次年度へ継続す

る 取組等の協議を 進めた。

ま た、 小山地区定住自立圏においては、 第１ 期

小山地区定住自立圏共生ビ ジョ ンが令和２ 年度

で終了と なる こ と から 、 こ れま での取組みを 継

承する と と も に、 更に圏域の連携を 推進する た

めの第２ 期ビ ジョ ン を 策定し た。

財 政

効果額

A

小山地区定住自立圏では、 連携市町の市長 が初

めて一堂に会し 、 意見交換を 行い、 今後へ向け

た展望を 議論し たほか、 １ 市２ 町連携において

は、 地元高校生と 共に実施し た地域活性化の取

組みなど 、 連携地域全体と し て地域課題に取り

組むこ と ができ た。

財 政

効果額

A

小山地区定住自立圏では、 連携市町の長 が意見

交換を 行い、 今後へ向けた展望を 議論し たほ

か、 関係人口についての合同セミ ナーを 開催

し 、 政策立案能力向上を 図っ た。 １ 市２ 町連携

会議においては、 地域課題に取り 組みつつ、 次

年度事業についての検討を 行っ た。

財 政

効果額

A

小山地区定住自立圏では、 構成市町の連携事業

と し てフ ォ ト ラ リ ーを 実施し 、 課題である 魅力

の発信に寄与し た。 １ 市２ 町連携会議において

も 、 連携事業と し てス タ ン プラ リ ーを 実施し 、

構成市町間でのイ ベン ト に周遊性を 持たせる こ

と で、 相互の魅力のＰ Ｒ を 図っ た。 さ ら に、 １

市２ 町の共通の課題である 文化財のＰ Ｒ を 図る

ため文化財連携事務研究会を 立ち上げ、 連携し

ながら 効果的な魅力発信を 行う こ と と し た。

財 政

効果額

R4 ⇓

こ れま でと 同様、 連携自治体と の

調整を 密に図る こ と によ っ て、 単

独実施では困難な事業等を 推進

し 、 圏域と し てと ら えた課題の解

決を 目指す。

R5 ⇓

こ れま でと 同様、 連携自治体と の

調整を 密に図る こ と によ っ て、 単

独実施では困難な事業等を 推進

し 、 圏域と し てと ら えた課題の解

決を 目指す。 ま た圏域の魅力を 掘

り 起こ し 、 内外に発信する 事業を

展開する 。

R3 ⇓

小山地区定住自立圏や下野市・ 上

三川町・ 壬生町連携会議を 効果的

に活用する こ と によ り 、 単独実施

の困難な事業等の検討・ 推進を 図

る 。

課題
単独では実施の難し い事業や効率性の低い事業等について、 広域行政を 積極的に活用

し 、 連携によ り 効果的に展開し ていく 必要があり ま す。実施

項目

広域行政の連

携

内容

各種協議会・ 懇談会等を 積極的に活用し 、 単独では実施の難し い事業等について、 周

辺市町と の連携によ る 事業の推進を 効果的に図り ま す。 （ 栃木県央都市圏首長 懇談

会、 小山地区定住自立圏、 下野市・ 上三川町・ 壬生町連携会議等）

取組内容 進捗状況

R2 実施

県央都市圏については、 宇都宮市

ほか構成市町と の連携によ り 、 若

者の定住促進に向けた具体的な事

業を 検討する 。

下野市・ 上三川町・ 壬生町連携会

議については、 令和元年度に引き

続き １ 市２ 町職員向けの研修会開

催を 検討する ほか、 各課における

連携事業の進捗状況を 確認する 。

69



進捗状況報告書

A

小山地区定住自立圏では、 構成市町の連携事業

と し て職員を 対象と し た合同セミ ナーを 実施

し 、 職員の育成に寄与し た。 １ 市２ 町連携会議

においても 、 連携事業と し てス タ ン プラ リ ーを

実施し 、 構成市町間でのイ ベン ト に周遊性を 持

たせる こ と で、 相互の魅力のＰ Ｒ を 図っ た。 さ

ら に、 １ 市２ 町への移住定住を 図る ため、 講師

を 招いてワ ーク ショ ッ プを 実施し た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R6 ⇓

こ れま でと 同様、 連携自治体と の

調整を 密に図る こ と によ っ て、 地

域振興や定住促進等、 共通する 行

政課題の解決を 目指す。

R7 ⇓

こ れま でと 同様、 連携自治体と の

調整を 密に図る こ と によ っ て、 地

域振興や定住促進等、 共通する 行

政課題の解決を 目指す。
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体系 2-4-2

所管課 安全安心課

年度 年度計画

Ａ

市防災体制の充実と 強化を 目指し 、 災害に

強いま ちづく り 推進のため、 石橋地区消防

組合を はじ め、 関係機関と 連携し た総合防

災訓練を 実施する 予定であっ たが、 新型コ

ロ ナウ ィ ルス の感染防止のため、 開催中止

と なっ た。

財 政

効果額

A

市地域防災計画の改定にあたり 、 石橋地区

消防組合の役割等について協議し 内容を 精

査する こ と ができ た。

前年度と 同様に新型コ ロ ナウ ィ ルス の感染

防止のため、 総合防災訓練は開催中止と

なっ た。

財 政

効果額

A

市の総合防災訓練は実施し なかっ たが、 ６

月に市消防団が行う 水防訓練において石橋

地区消防組合から 指導を 受ける こ と ができ

た。

９ 月に市災害対策本部及び市消防団が行う

図上訓練において、 石橋地区消防組合も 参

加し 実施する こ と ができ た。

ま た、 小山市が実施する 水防訓練に市消防

団が参加でき た。

５ 月と １ １ 月に行政と 石橋地区消防組合の

財政担当者等によ る 会議で、 財政面での情

報交換を 図る こ と ができ た。

財 政

効果額

R3 ⇓

市防災体制の充実と 強化を 目指

し 、 災害に強いま ちづく り 推進

のため、 石橋地区消防組合や関

係機関と 連携し て総合防災訓練

を 実施する こ と で、 防災意識並

びに技術の向上を 図る と 共に、

協定締結市町の要請によ り 防災

訓練への相互協力を 行う 。

課題 市防災体制の充実と 強化を 目指し 、 災害に強いま ちづく り を 推進し ま す。

実施

項目

石橋地区消防組合と の連

携

内容

石橋地区消防組合（ 一部事務組合） の構成市と し て関係機関と 連携し 、 市民の

防災意識の向上や大規模災害時の対応など 、 よ り 万全な協力体制を 構築し ま

す。

ま た、 組合運営における 市のチェ ッ ク 機能の強化を 図り 、 実施内容の検証や見

直し 等によ り 、 限ら れた財源の効果的な運用に努めま す。

取組内容 進捗状況

R2
○関係機関と 連携し た下

野市総合防災訓練の実施

市防災体制の充実と 強化を 目指

し 、 災害に強いま ちづく り 推進

のため、 石橋地区消防組合や関

係機関と 連携し て総合防災訓練

を 実施する こ と で、 防災意識並

びに技術の向上を 図る と 共に、

協定締結市町の要請によ り 防災

訓練への相互協力を 行う 。

R4 ⇓

市防災体制の充実と 強化を 目指

し 、 災害に強いま ちづく り 推進

のため、 石橋地区消防組合や関

係機関と 連携し て総合防災訓練

を 実施する こ と で、 防災意識並

びに技術の向上を 図る と 共に、

協定締結市町の要請によ り 防災

訓練への相互協力を 行う 。
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A

６ 月に市消防団が行う 水防訓練において石

橋地区消防組合から 指導を 受ける こ と がで

き た。

7月に市災害対策本部及び市消防団が行う 図

上訓練において、 石橋地区消防組合も 参加

し 実施する こ と ができ た。

4月と 11月に行政と 石橋地区消防組合の財政

担当者等によ る 会議で、 財政面での情報交

換を 図る こ と ができ た。

財 政

効果額

A

4月に市災害対策本部及び市消防団が行う 図

上訓練において、 石橋地区消防組合も 参加

し 実施する こ と ができ た。

8月に実施し た市総合防災訓練において、 石

橋地区消防組合が救助及び消火訓練に参加

する と と も に、 VR体験車や煙道体験等の

ブース も 設置し 防災意識の向上が図れた。

4月と 11月に行政と 石橋地区消防組合の財政

担当者等によ る 会議で、 財政面での情報交

換を 図る こ と ができ た。

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

市防災体制の充実と 強化を 目指

し 、 災害に強いま ちづく り 推進

のため、 石橋地区消防組合や関

係機関と 連携し て総合防災訓練

を 実施し 、 防災意識並びに技術

の向上を 図る 。 ま た、 財源の効

果的な運用を 図る ため、 組合と

行政のと 財政面での情報交換を

図る 。

R6 ⇓

市防災体制の充実と 強化を 目指

し 、 災害に強いま ちづく り 推進

のため、 石橋地区消防組合や関

係機関と 連携し て総合防災訓練

を 実施し 、 防災意識並びに技術

の向上を 図る 。 ま た、 財源の効

果的な運用を 図る ため、 組合と

行政のと 財政面での情報交換を

図る 。

R7 ⇓

市防災体制の充実と 強化を 目指

し 、 災害に強いま ちづく り 推進

のため、 石橋地区消防組合や関

係機関と 連携し て各種訓練を 実

施し 、 防災意識並びに技術の向

上を 図る 。 ま た、 財源の効果的

な運用を 図る ため、 組合と 行政

と の財政面での情報交換を 図

る 。
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体系 2-4-3

所管課 健康増進課

年度 年度計画

A

夜間休日急患診療体制の利用者数

Ｒ 2年度： 113件

「 かかり つけ医」 の重要性について、 市内

保育園や小中学校へリ ーフ レ ッ ト を 配付、

ま た広報で周知し た。

リ ーフ レ ッ ト 配付数（ 令和２ 年度）

財 政

効果額

A

夜間休日急患診療体制の利用者数

Ｒ 3年度 医科： 150件 歯科： 16件

小山地区救急医療対策協議会作成リ ーフ

レ ッ ト 「 みんなで救急医療を 守ろう 」 を 、

市内保育園・ 幼稚園や小中学校、 転入者に

配付、 ま た広報・ ホーム ページで周知し

た。

リ ーフ レ ッ ト 配付数（ 令和3年度）

 小中学校 約５ ， ０ ０ ０ 部

 保育園等 約２ ， ０ ０ ０ 部

財 政

効果額

A

夜間休日急患診療体制の利用者数

Ｒ 4年度 医科： 160件 歯科：  26件

小山地区救急医療対策協議会作成リ ーフ

レ ッ ト 「 みんなで救急医療を 守ろう 」 を 、

市内保育園・ 幼稚園や小中学校、 転入者に

配付、 ま た広報・ ホーム ページで周知し

た。

リ ーフ レ ッ ト 配付数（ 令和4年度）

 小中学校   ４ ， ８ ６ ０ 部

 保育園等   ２ ， ２ ０ ５ 部

 転入者  約 １ ， ２ ０ ０ 部

財 政

効果額

R3 ⇓

小山医療圏における 夜間休日急

患診療体制の利用者数を 把握す

る 。

救急医療の適正な利用や「 かか

り つけ医」 の重要性について、

市内保育園、 小中学校等や市民

へ周知啓発する 。

課題

真に必要と さ れる 方が救急医療を 適正に受けら れる よ う にする ため、 市民への

救急医療の啓発や夜間休日診療所を 含む診療体制について常に検討し ていく 必

要があり ま す。実施

項目

小山広域保健衛生組合

（ 救急医療等） と の連携

内容

小山広域保健衛生組合が実施主体と なり 夜間休日急患診療所を 運営し 、 夜間や

休日の急病に対し て安心し て医療が受けら れる 体制を 継続実施する と と も に、

利用者の把握に努めま す。 併せて救急医療の適正な利用や「 かかり つけ医」 の

重要性について、 市内保育園、 小中学校等や市民への啓発活動を 行いま す。

取組内容 進捗状況

R2

○夜間休日急患診療所の

継続運営

○救急医療の適正な利用

についての普及啓発

小山医療圏における 夜間休日急

患診療体制の利用者数を 把握す

る 。

救急医療の適正な利用や「 かか

り つけ医」 の重要性について、

市内保育園、 小中学校等や市民

へ周知啓発する 。

R4 ⇓

小山医療圏における 夜間休日急

患診療体制の利用者数を 把握す

る 。

救急医療の適正な利用や「 かか

り つけ医」 の重要性について、

市内保育園、 小中学校等や市民

へ周知啓発する 。
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A

夜間休日急患診療体制の利用者数

Ｒ 5年度 医科： 485件 歯科：  20件

小山地区救急医療対策協議会作成リ ーフ

レ ッ ト 「 みんなで救急医療を 守ろう 」 を 、

市内保育園・ 幼稚園や小中学校、 転入者に

配付、 ま た広報・ ホーム ページで周知し

た。

リ ーフ レ ッ ト 配付数（ 令和５ 年度）

 小中学校   ４ ， ８ ６ ０ 部

 保育園等   ２ ， ２ ０ ５ 部

 転入者  約 １ ， ３ ０ ０ 部

財 政

効果額

A

夜間休日急患診療体制の利用者数

Ｒ 6年度 医科： 374件 歯科：  22件

小山地区救急医療対策協議会作成リ ーフ

レ ッ ト 「 救急医療を 守る ために」 を 、 市内

保育園・ 幼稚園や小中学校の保護者へのデ

ジタ ル配信及び転入者への配付、 ま た広

報・ ホームページにて周知し た。

リ ーフ レ ッ ト 配付数（ 令和6年度）

  転入者  約 １ ， 2０ ０ 部

財 政

効果額

財 政

効果額

R5 ⇓

小山医療圏における 夜間休日急

患診療体制の利用者数を 把握す

る 。

救急医療の適正な利用や「 かか

り つけ医」 の重要性について、

市内保育園、 小中学校等や市民

へ周知啓発する 。

R6 ⇓

小山医療圏における 夜間休日急

患診療体制の利用者数を 把握す

る 。

引き 続き 、 救急医療の適正な利

用や「 かかり つけ医」 の重要性

について、 市内保育園、 小中学

校等や市民へデジタ ル化を 用い

て周知啓発を 行う 。

R7 ⇓

小山医療圏における 夜間休日急

患診療体制の利用者数を 把握す

る 。

引き 続き 、 救急医療の適正な利

用や「 かかり つけ医」 の重要性

について、 自治会配布や市内保

育園、 小中学校等へのデジタ ル

配信等によ り 周知啓発を 行う 。
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体系 2-4-4

所管課 環境課

年度 年度計画

A

家庭ご みに関し て、 資源ごみ（ 雑誌・ 雑紙類） が増

加（ 前年比７ ． ５ ％増） する 一方、 可燃ご みも 増加

（ 前年比８ ． ０ ％増） し ている 。

家庭系ごみ排出量

令和２ 年度 680g/人・ 日

（ 令和元年度 622g/人・ 日）

財 政

効果額

A

家庭ご みに関し ては、 コ ロ ナ禍以前に比べ、 増加傾

向にある が、 前年比で資源ご み（ 雑誌・ 雑紙類） が

減少（ 前年比１ ０ ． ８ ％減） し 、 可燃ご みも 同様に

減少（ 前年比２ ． ７ ％減） 傾向にある 。

家庭系ごみ排出量

令和3年度 652g/人・ 日

（ 令和2年度 680g/人・ 日）

財 政

効果額

A

家庭ご みの総量は減少し 、 特に可燃ごみは前年比

６ ． ７ ％減少し ている 。 こ の減少については、 焼却

処理施設の火災事故によ る 焼却ごみの搬出自粛が、

要因の一つと 推測さ れる 。

家庭系ごみ排出量

令和4年度 631g/人・ 日

（ 令和3年度 652g/人・ 日）

財 政

効果額

A

家庭ご みの総量は前年比１ １ ． ５ ％減少し ている 。

可燃ご みは前年比１ ０ ． ９ ％減少し ている 。

家庭ご みの減少については、 ご み減量化の周知等及

び指定袋の導入に伴う 説明会等によ る 周知によ り 、

適切な分別搬出がさ れている と 推測さ れる 。

家庭系ごみ排出量

令和5年度 558g/人・ 日

（ 令和4年度 631g/人・ 日）

財 政

効果額

R4

       ⇓

家庭系ごみ排出量：

622g/人・ 日

継続し て広報等によ る ご

み減量化・ 資源化を推進

する と と も に、 小山広域

保健衛生組合管内全域に

てご み減量化・ 資源化の

周知資料の作成等の施策

を行い、 更なる ご み減量

化・ 資源化の普及促進を

図る 。

R5

       ⇓

家庭系ごみ排出量：

619g/人・ 日

継続し て広報等によ る ご

み減量化・ 資源化を推進

する と と も に、 小山広域

保健衛生組合管内全域に

てご み減量化・ 資源化の

周知資料の作成等の施策

を行い、 更なる ご み減量

化・ 資源化の普及促進を

図る 。 ま た、 広域管内に

て指定袋の導入等を検討

し ていく 。

R3

       ⇓

家庭系ごみ排出量：

624g/人・ 日

継続し て広報等によ る ご

み減量化・ 資源化を推進

する と と も に、 小山広域

保健衛生組合管内全域に

てご み減量化・ 資源化の

周知資料の作成を 行い、

ごみ減量化・ 資源化の普

及促進を 図る 。

課題 焼却ご み排出量の増加や資源ご み回収量の減少が見ら れま す。

実施

項目

小山広域保健衛生組

合（ 一般廃棄物処理

等） と の連携 内容 市民への周知啓発を 行い、 分別の徹底を促し 、 ご みの減量を 図り ま す。

取組内容 進捗状況

R2

○小山広域保健衛生

組合を 主体と し たご

み処理の実施

家庭系ごみ排出量：

628g/人・ 日

広報等によ る ご み減量

化・ 資源化を推進する と

と も に、 小山広域保健衛

生組合管内全域にてご み

減量化・ 資源化の周知資

料の作成を 行い、 ごみ減

量化・ 資源化の普及促進

を図る 。
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A

家庭ご みの総量は13,147ｔ 、 前年比で0.04％減、 う

ち、 可燃ご みは9,811ｔ で前年比0.03％減で横ばい

である 。

「 燃やすご み」 において、 指定ご み袋制度を導入

し 、 令和6年9月から 半年間を移行期間と し て運用

を開始し た。 ま た、 名称も 「 も やすし かないご み」

と 変更し 、 本制度を機に改めてご みの分別・ 減量に

ついて意識さ れる よ う 期待し た。

家庭系ごみ排出量

令和6年度 607g/人・ 日

(令和5年度 558g/人・ 日※外部搬出含ま ず。 )

財 政

効果額

財 政

効果額

R6

       ⇓

家庭系ごみ排出量：

617g/人・ 日

継続し て広報等によ る ご

み減量化・ 資源化を推進

する と と も に、 小山広域

保健衛生組合管内全域に

てご み減量化・ 資源化の

周知資料の作成等の施策

を行い、 更なる ご み減量

化・ 資源化の普及促進を

図る 。 ま た、 広域管内に

て指定袋の実施に向けて

の説明等を し ていく 。

R7

       ⇓

家庭系ごみ排出量：

607g/人・ 日

継続し て広報等によ る ご

み減量化・ 資源化を推進

する と と も に、 小山広域

保健衛生組合管内全域に

てご み減量化・ 資源化の

周知資料の作成等の施策

を行い、 更なる ご み減量

化・ 資源化の普及促進を

図る 。 ま た、 広域管内に

て指定袋の本格運用を 開

始し たこ と によ り 、 その

効果について検証し てい

く 。
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